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型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の
感
染

拡
大
を
受
け
、
政
府
は
２
０

２
０
年
度
第
２
次
補
正
予
算

を
閣
議
決
定
し
た
。
今
回
の
補
正
予
算

（
一
般
会
計
）
は
約
31
・
９
兆
円
、
事

業
規
模
は
約
１
１
７
兆
円
で
あ
る
。
国

の
一
般
会
計
に
お
け
る
当
初
予
算
は
約

１
０
２
・
６
兆
円
で
あ
っ
た
が
、
約
25

・
５
兆
円
の
第
１
次
補
正
予
算
と
合
わ

せ
、
歳
出
合
計
は
約
60
兆
円
増
の
約
１

６
０
兆
円
と
な
っ
た
。

　
こ
れ
に
対
応
す
る
歳
入
は
、
税
収
等

が
約
70
兆
円
、
公
債
金
収
入
が
約
90
兆

円
の
合
計
１
６
０
兆
円
だ
。
歳
出
の
う

ち
国
債
費
が
24
兆
円
で
あ
る
か
ら
、
国

の
一
般
会
計
に
お
い
て
、
基
礎
的
財
政

収
支
の
赤
字
幅
は
約
66
兆
円
、
財
政
赤

字
は
約
76
兆
円
に
拡
大
し
た
。
20
年
１

〜
３
月
期
１
次
速
報
値
で
は
、
20
年
度

の
名
目
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
予
測
値
は
約
５
５
２

兆
円
で
、
税
収
減
も
確
実
で
あ
り
、
20

年
度
の
財
政
赤
字
（
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
）
は
13

・
７
％
超
に
な
る
可
能
性
が
高
い
。

　
こ
の
結
果
、
国
債
発
行
計
画
に
お
け

る
市
中
消
化
分
は
、
第
２
次
補
正
予
算

後
、
１
２
８
兆
円
（
当
初
予
算
）
か
ら

２
１
２
兆
円
に
、
約
90
兆
円
も
急
増
し

た
。
こ
の
よ
う
な
状
況
で
も
、
国
債
発

行
の
市
中
消
化
が
可
能
な
の
は
、
第
１

次
補
正
予
算
編
成
の
と
き
、
日
銀
が
国

債
の
買
い
入
れ
を
す
る
「
年
間
約
80
兆

円
」
の
保
有
残
高
増
の
め
ど
を
撤
廃
し

た
か
ら
だ
が
、
こ
の
危
機
時
の
対
応
が

永
久
に
継
続
で
き
る
わ
け
で
は
な
い
。

　
も
っ
と
も
、
い
ま
は
危
機
的
な
企
業

の
資
金
繰
り
や
家
計
支
援
の
た
め
、
迅

速
か
つ
大
規
模
な
対
策
が
必
要
な
の
は

明
ら
か
だ
。
危
機
時
で
の
保
険
的
な
機

能
も
持
ち
、
民
間
で
は
負
担
で
き
な
い

コ
ス
ト
を
な
ら
す
こ
と
が
で
き
る
の
は

政
府
し
か
い
な
い
。

　
だ
が
、
こ
の
問
題
が
終
息
し
た
段
階

で
、
将
来
世
代
に
負
担
を
先
送
り
し
な

い
よ
う
、
で
き
る
限
り
早
く
、
国
債
発

行
で
賄
っ
た
財
源
を
長
期
間
か
つ
税
率

の
低
い
追
加
課
税
で
償
還
す
る
手
段
も

同
時
に
考
え
る
べ
き
だ
が
、
今
回
の
対

策
で
、
そ
の
よ
う
な
検
討
が
皆
無
な
の

は
な
ぜ
か
。
消
費
税
１
％
増
な
ら
約
25

年
の
返
済
に
な
る
が
、
税
制
改
正
も
同

時
に
行
い
、
所
得
の
高
低
な
ど
に
応
じ

て
追
加
課
税
を
講
じ
れ
ば
、
所
得
再
分

配
的
な
効
果
も
期
待
で
き
る
。

　
財
源
確
保
を
急
ぐ
必
要
は
な
い
が
、

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の
感
染
拡
大
が

終
息
し
た
後
の
債
務
処
理
の
方
法
に
つ

い
て
も
議
論
を
深
め
、
必
要
な
準
備
を

進
め
て
お
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

Data

ポストコロナにおける
債務処理の方法について
議論を深めよ

数
語

字

る
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2020年度における国（一般会計）の
財政赤字（対GDP、第2次補正後）

13.7%超

新


